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［土地改良施設エネルギー活用推進事業］
　農業用水を活用した小水力発電研修会の開催
　　1回 (120人)
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26予算案

（当初）

農業用水を活用した小水力発電研修会の開催　1回 （120人）

項目

（単位：千円）　

1．研修会等の開催

（要求） （予算案）
実施方法 H26実施内容

目指す姿

3-1　低炭素で循環型の地域社会づくり
施策の総合的展開

先進的な知識や技術の習得を土地改良区が単独で行うには負担が大きく、県の支援が必要。
県民との協働による実施： 困難

県が関与
する理由

農業用水を活用した小水力発電の普及拡大を図ることにより、農村における地域資源の有効活用、土地改良施設の適切な維持管理を目
指す。
　　「第２期長野県食と農業農村振興計画」における期間内整備目標
　　・農業用水を活用した小水力発電の容量：220kW（H22）→2,200kW（H29）

実施期間 H20

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

現状
自然エネルギーへの関心が高まる中、農業用水を利用した小水力発電への期待が大きい。一方、採算性や維持管理に対する不安、
水利権や技術者の配置など導入に係る諸手続き等が支障となり、施設の導入に踏み切れない場合が多い。

1 地球温暖化対策・環境エネルギー政策の推進
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３　環境・エネルギー自立地域創造プロジェクト
(土地改良施設エネルギー活用推進事業を含む)

mailto:nochi@pref.nagano.lg.jp�

	②当初予算案

